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研究成果の概要：本研究は、大学キャンパス計画および都市計画の連携の実態とアジア圏の大

学と都市・地域との連携のあり方を明らかにするためにアジア、欧州の大学キャンパス計画関

連資料の収集と分析、キャンパス計画関係者および自治体へのヒアリング調査を実施し、これ

により、キャンパス計画の内容、計画体制、計画プロセスを把握するとともに大学と都市・地

域との計画連携の実態を把握し、アジア圏の大学における大学と都市・地域との連携のあり方

について考察したものである。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2007 年度 700,000 210,000 910,000 

2008 年度 2,500,000 750,000 3,250,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 3,200,000 960,000 4,160,000 

 

 

研究分野：工学 

科研費の分科・細目：建築学・都市計画・建築計画 

キーワード：大学、都市、地域連携、キャンパス計画、都市計画、エリアマネジメント、 

アジア、マスタープラン 

 
 
１． 研究開始当初の背景 
（1）研究対象の社会的動向と学術的背景 

近年、大学を取り巻く環境は多様かつ著し
く変化している。少子化や生涯学習需要の増
加に代表される社会的変化や競争的研究環
境への顕著な変化がある中で、大学はさらな
る地域社会への貢献が期待されている。一方、
都市・地域においては、様々な問題を抱えて
おり、特に居住環境や産業の斜陽とその構造
の変化に伴い衰退の一途をたどる中心市街
地の活性化が喫緊の課題とされている。 

このようなわが国の都市でみられた現象
は、社会的背景の異なるアジア圏の国々にお
いても、社会基盤の形成過程で同様に将来的
課題として顕在化することが懸念される。 

米国等では、大学キャンパスの周辺地域ま
でも対象とした大学による計画が都市・地域
の課題解決に貢献し、またキャンパス計画と
都市計画とが連動し、協働による地域環境改
善を図る例もある。また、わが国においては、
内閣府都市再生本部による都市再生プロジ
ェクトが進められ、大学を核とし地域活性化
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を促進させるモデル事業が全国的に実施さ
れている。このことは、社会が大学に対し新
たな可能性を見出し、同時に新たな役割を期
待しているということにほかならない。 

大学キャンパスの計画と開発は、対象とす
る大学が有する知財や人財が社会において
重要な役割を持つと同時に、空間財であるキ
ャンパスが広大であることより、都市および
地域環境に与える影響は甚大である。換言す
れば、都市・地域に対する貢献の可能性も多
大であるということであり、今後の大学キャ
ンパスの計画は、キャンパス域内における閉
鎖的な計画にとどまらず、都市および地域環
境をも対象とし、その影響を視野に入れたキ
ャンパス周辺環境を含めたマネジメントと
大学に対する地域の期待への貢献に向けた
姿勢と視点とが必要である。 

学術的動向をみると、これまでのキャンパ
ス計画に関する研究は、キャンパス内の施設
や空間の計画に注目したものに傾倒し、大学
と都市の計画連携や協働に関する研究は僅
少であり、成果の蓄積も少ないことが指摘で
きる。前述のような状況にある現在、その重
要性と必要性は高まっていると言える。 

 
（2）これまでの研究成果 

研究代表者らは、都市環境再生を目標とす
る都市・地域と大学の持続的な連携計画に関
する研究を進め、先進的な海外事例の現地調
査より、キャンパスの計画と整備が周辺地域
の環境改善に貢献（ペンシルバニア大学）し、
大学と自治体とが連携する地域マネジメン
ト（ケンブリッジ市）を進め、また、地域と
の空間的、機能的連携を指向し、これまでの
キャンパス・マスタープランに対し、より柔
軟性を具備するプランやフレームワークプ
ランが創出（イエール大学）されている動向
について分析をおこない、大学と都市・地域
の持続的な連携による計画・マネジメントの
あり方について整理した（科学研究費補助金
基盤(B)(1)、平成 16～17 年度、「都市環境再
生を目標にした大学と地域の持続的連携計
画・マネジメントに関する研究」、研究代表
者：小林英嗣）。 

また、これからの循環型社会に向け、大学
キャンパス及び施設整備において必要とな
る環境配慮型大学キャンパス・マスタープラ
ン、施設ガイドラインおよび整備の執行体制
のモデルと都市・地域との連携のあり方につ
いて、米国における環境配慮型の先進的な大
学キャンパス・マスタープランを対象とする
分析を進めた（科学研究費補助金基盤(C)、
平成 17～18 年度、「環境配慮型大学キャンパ
ス・マスタープラン創出における都市政策と
の連携に関する研究」、研究代表者：鶴崎直
樹）。 
さらに、わが国の地域社会が大学に対し、

どのような分野においていかなる役割を期
待しているのかを明確にするため、大学を擁
する地方自治体により策定された「総合計
画」と「都市マスタープランにおける大学に
関する記述に注目し分析と整理を行った。 
 以上の成果をもとに、わが国のみならずア
ジア諸国における大学と都市・地域との連携
によるキャンパス計画の可能性と計画シス
テム構築の必要性を認識し本研究を着想す
るに至った。 
 
 
２．研究の目的 
研究の最終目標は、都市の重要な機能であ

る大学およびそのキャンパスが有する貢献
可能性に注目し、その計画を媒介として都市
および地域の課題解決や再生への貢献を目
指す横断的かつ戦略的な計画システム体系
と計画手法の構築である。 
研究代表者らは、これまでに科学研究費の

支援を受け、研究活動、シンポジウム、調査
報告の発表、学術論文の発表、出版物の刊行
を行いながら、大学と都市の連携に関する論
考を深め、個人および組織レベルで主に米国
および欧州における大学キャンパスについ
ての研究を実施し、海外の研究者、キャンパ
ス計画者との連携による問題意識の共有と
研究成果を収めた。この成果は、わが国はも
とよりアジア圏の大学においても重要であ
る。ただし、その成果の活用においては、ア
ジア圏の大学におけるキャンパス計画の実
態の把握と体系的な研究が必要であり、広範
な調査と比較分析を行ない問題意識や研究
成果を共有することが必要かつ急務である
と考えられる。 
そこで、本研究では、アジア圏の大学およ

びキャンパス計画に関する資料の収集、大学
キャンパス計画関係および自治体の都市計
画セクションへのヒアリング等の調査に基
づき、キャンパス計画と大学と都市との連携
の実態把握をおこなうとともに、アジア圏の
大学による大学と都市・地域との連携のあり
方について考察することを目的とする。 
 具体的には、情報収集と実態把握のために、
①キャンパス・マスタープラン等計画書の収
集、②計画書策定の体制、プロセス等の情報
収集と整理、③都市計画における大学キャン
パスの位置付けと具体的整備に関する情報
収集と整理、④大学と都市・地域との連携に
関する情報（連携分野、連携形態、連携内容、
連携の可能性と必要性に関する事項）につい
て提供依頼とヒアリング調査による情報収
集とその整理をおこなう。次に、上記作業に
より得られた結果とこれまでの研究成果を
もとに、アジア圏の大学における大学と都
市・地域との連携のあり方について考察をお
こなう。 



 

 

３．研究の方法 
（1）研究の対象 

本研究では、アジア諸国における大学によ
るキャンパス計画（キャンパス計画書、計画
体制、計画プロセスなど）と隣接する都市と
の連携（計画的連携、人的連携など）につい
て調査を実施した。 

具体的には、アジア圏内におけるキャンパ
ス計画や都市計画の進捗を勘案し、先進国と
して位置付けられる韓国、そして開発途上国
であるインドネシアの大学と自治体を主な
対象とした。また、これまで行ってきた欧米
を対象とした研究成果をより深めるために、
ドイツおよびイタリアの大学と自治体につ
いても比較事例として研究の対象とした。 
 
（2）調査の方法 

本研究では、２年間の研究作業による成果
をもとに目的の達成を目指した。そして、作
業内容による複数のフェーズを経由して、効
率的かつ有効なデータの収集に努めた。 

研究作業は、内容により①事前調査、②現
地本調査の準備、③現地本調査、④調査情報
の整理、分析とまとめである。 

特に、海外での調査を主な目的とした性格
上、①事前調査が重要とであった。また、研
究代表者および分担者が、これまでに実施し
た欧米の大学についての調査で得た成果を
活用し、効率的な調査の遂行と有益な成果の
達成に努めた。 

なお、本研究が、海外の大学と都市の計画
を対象とし、現地での調査を実施していたこ
とより、各種手続き等でスケジュールや調査
先の変更等が予想され、不測の事態に備えて
調査の対象国、対象大学、海外協力者等の予
備的候補を選定し、対応を図った。 
1）平成 19 年度 

平成 19 年度は、現地本調査に向けた準備
段階として位置づけ、以下の具体的な研究作
業を行なった。 
①事前調査 

効果的な本調査を遂行するための準備段
階の調査である。主に、Web、印刷物等の情
報収集及び電子メールでの対象機関へのコ
ンタクトと情報交換を行い、対象大学と都市
に関する予備的知識の獲得に努めた。 
②現地本調査の準備 
 現地本調査（次年度）に向け、事前調査に
より得られた資料と情報により、必要となる
調査項目や質問等を整理し、現地本調査に先
駆け、調査依頼をおこない、効率的かつ広範
な調査の実現に向け準備をおこなった。 
 
2）平成 20 年度  
平成 20 年度は、現地本調査とその成果の

とりまとめをおこなった。具体的な研究作業
は以下による。 

③現地本調査 
海外旅費を活用し、事前調査をもとに調査

対象大学の資料収集と研究者およびキャン
パス計画担当者へのヒアリングを実施した。 
収集した資料と情報は、大学に関するもの

として、a.キャンパス・マスタープラン、b.
アカデミックプラン、c.アクションプランな
どの計画書、d.キャンパス計画の体制やプロ
セスに関する情報である。 
また、都市および地域に関するものとして、

e.都市計画のマスタープラン、f. 都市計画
に関するガイドライン、連携に関するものと
して、g.連携に関するプロジェクトの内容、
h.その他の主体との連携関係を示す資料、i.
現在進行形のプロジェクトの内容等である。 
④調査情報の整理、分析とまとめ 
 現地本調査によって得られた情報につい
て整理し、また、欧米や日本に関するこれま
での研究成果との比較分析により、横断的、
体系的なまとめをおこない、アジア圏の大学
と都市との連携について考察した。 
 
 
４．研究成果 
（1）平成 19 年度 
初年度（平成１８年 4月～平成１９年３月

３１日）における研究実績は、以下のとおり
である。 
1）アジア圏（韓国・中国）の大学キャンパ
ス計画資料の分析 
 アジア圏の大学による大学キャンパス・マ
スタープラン等の既収集資料について、大学
と都市・地域との連携に関する記述や計画に
注目し、その傾向について分析するとともに、
新たに大学キャンパス計画等に関する資料
を収集し分析を行ない、以下の結論を得た。 
① 大学整備の背景と現状 
 韓国では、1940 年代の教育政策確立期にお
いて、大学の設置がなされたが、1960 年代か
ら 1970 年代にかけての内戦による政変によ
り、統制的教育政策が進められ、大学は翻弄
されたと言える。1980 年代以降の改革期と
1990 年代の自律的政策によって安定的な大
学環境の確保が実現された。大学の整備面に
おいては、「大学規準令」（1955）が現在まで
適用されており、また、現在では、「大学評
価認定制」（1992）に基づく政府による大学
評価において、教育環境評価指標として、施
設面積が重視されており、マスタープランに
おいても施設面積関する詳述がみられるこ
とより、その影響を受けていると言える。 
 同様に、中国でも 1949 年の中華人民共和
国成立以前および以降の政変の連続により、
教育環境は不安定であったことが指摘でき
る。1970 年代後半にようやく法的制度の確立
が開始され、また、1990 年代に入り、「中国
教育改革と発展綱要」の提案等により大学整



 

 

備に関する進展がみられた。 
韓国、中国における文教施策と大学の整備

についてみると、キャンパス計画の成果とし
て創出されるキャンパス計画書であるマス
タープランの段階的発展プロセスに対し、中
国では、教育制度の確立が見られたばかりで
あり、マスタープランを誘導する制度の構築
は見られないことより、「準備期」にあると
言える。また、韓国では、統制的教育政策が
進められた経緯もあり、主に施設面積の適性
度を重視する大学評価に基づく影響がマス
タープランに確認されることより、一定の
「確立期」にある。 
② キャンパス・マスタープランの特徴 
 次に両国の大学によるマスタープランを
分析したところ、韓国のマスタープランは、
アカデミックプランとフィジカルプランと
が関連付けられていること、計画対象の記述
数より、「土地利用」、「外部空間」、「交通・
動線」「施設」、「インフラストラクチュア」、
「キャンパス・イメージ」への注目が高く、
「環境」、「地域との連携」関する積極的な姿
勢はみられないことが明らかとなった。 
 また、大学のキャンパス空間の課題に関す
る計画対象を限定した計画し、また、土地利
用や施設、設備に関する量的な検討が主な計
画であったものから、近年では、キャンパス
の個性や快適さ等、空間の質を求める計画へ
と変化している。 
 さらに、「段階的成長計画」が全てのマス
タープランで確認されたことや「コスト」に
関する多くの記述より、実施計画型のマスタ
ープランであると言える。 
 一方、中国のマスタープランにみられる特
徴としては、学生数の増加に伴う、施設整備
の必要性が課題とされていることが挙げら
れる。また、学生、教職員のキャンパス内居
住が一般的であるために居住環境の指標と
なる人単位居住面積等の計画が具体的であ
り、さらに、マスタープランの「目的」や「計
画」に関する記述は少ないとも指摘できる。 
 計画分野については、土地利用、やマスタ
ープランの目標に関する記述がやや多く見
られることより、目標掲揚型のマスタープラ
ンであるものが多いと言える。 
2）インドネシアの大学の研究者と自治体へ
のヒアリングの実施 
 インドネシアの大学（ハサヌディン大学）
と自治体（マカッサル市）に対する現地での
資料収集およびヒアリング調査を実施（平成
18 年 7 月 28 日～8 月 5 日）し、同国におけ
る大学キャンパス計画と都市・地域との連携
に関する実態について概要を把握した。 
 具体的には、キャンパスは都市の中で独立
的に成立しており、都市計画との連携につい
ては希薄である実態が把握できた。しかし、
都市計画においては、我が国と同様に有識者

の立場で大学の教員が参画し、都市環境の向
上に寄与していることが明らかとなった。 
3）次年度の現地本調査の内容に関する検討 
 既存の研究成果に加え、1）および 2）によ
り得られた知見をもとに、次年度実施予定の
現地本調査について、①調査国、②調査対象
大学、③調査対象自治体、④コンタクトポイ
ント、⑤ヒアリング内容、⑥その他について
検討し、具体的な調査項目について精査した。 
4）研究成果の公表 
 本研究では、韓国や中国等のアジア圏の大
学と都市・地域による大学キャンパス計画や
都市計画における連携について比較分析を
行うとともに、計画連携の手法を構築するこ
とを目的としていることより、基礎的な比較
指標となる我が国の大学と都市・地域との連
携実態について論文作成による公表と講演
をおこなった（第 5章）。  
 
（2）平成 20 年度 
最終年度（平成 20 年 4 月～平成 21年 3 月

日）における研究実績は以下のとおりである。 
1）韓国の大学の研究者、自治体、研究所へ
のヒアリング調査の実施 
 韓国（ソウル市および水原市）の大学（ソ
ウル大学、梨花女子大学、成均館大学）、自
治体（ソウル市冠岳区）および研究所（ソウ
ル市政開発研究院）に対する現地での資料収
集およびヒアリング調査を実施（平成 20 年 8
月 24 日～8 月 27 日）し、同国における大学
キャンパス計画と都市・地域との連携に関す
る実態について概要を把握した。 
①大学立地の変遷と地域との関わり 
 韓国の大学の創立とその発展は、まさに政
権交代など国内情勢に大きく影響を受けて
いると言える。 
1945 年の解放の後、日本の植民地時代に閉

鎖的だった教育政策から開放的・自由放任的
政策への転換がなされ、当時まで制限を受け
ていた大学での教育に対する需要が高まり、
大学と学生数が急増した。その後、1949 年に
教育制度と運営の基本方針が提示された「教
育法」が制定されるやいなや、1950 年に朝鮮
戦争が勃発し、ソウルに集中していた大学は
地方（釜山、光州、全州、大田）への避難を
余儀なくされた。しかし、諸大学は相互協力
のもと臨時連合大学として授業を継続し、そ
の後、休戦を迎えるとともに戦災を免れた大
学はソウルに戻り、地域とともに現在の姿に
成長してきた。 
現在、風水の訓えに基づいて形成された都

市、ソウル。現在、その中央に東西に横たわ
る漢江の北部に 24 校、南部に 4 校の大学が
立地している。 
②地区単位計画による街路整備 
ソウル市の都市計画を担当する組織であ

るソウル市政開発研究院は、研究レベルの緻



 

 

密な調査・分析に基づき政策提案を行う重要
な役割を担う。 

大学と地域との連携や良好なコミュニテ
ィの形成について、その重要性を唱えつつも、
大学に隣接する地区の多くが商業系を占め、
教育や文化的環境が欠如していることより、
友好な関係は未構築であると指摘する。 
 このことから、近年、主に大学と地域が接
する道路を重要な空間として位置付けると
ともに、総合的な評価に基づき選定した７つ
の大学隣接地区に対し、地区単位計画を活用
し、街路整備を進めている。 
③ 自治体との計画連携 

漢江の南部をはしる地下鉄在来線のソウ
ル国立大学駅から約 2.5km、両側を緑地帯に
閉ざされた道路を抜けるとソウル国立大学
に辿り着く。 

ゴルフ場跡地に移転した同大は、市街地と
隔絶された環境にあることから、立地する冠
岳区とともに、空間的連続性と新交通による
利便性の向上を企図した戦略的目標を掲げ
ている。 

UniverCity（ユニバーシティ）をキーワー
ドとするこの戦略では、同大と冠岳区の主要
な結節点とを 3つの空間軸により連結するこ
とにより、地域との連続性を向上させるとと
もに連携的なプログラムや活動の活性化を
目指している（図-1）。 

図-1地域との連携計画図（ソウル大学と冠岳区） 

（SNU-Community Cooperative Plan より抜粋） 

 
④ 大学と地域の連携のこれから 

韓国における大学と地域との連携は、大学
および行政が主導するハード整備に重点が
置かれており、地域課題の解決や地域の活性
化をも視野に入れた連携は途上にあると言
える。つまり、大学と地域との間において、
「連携」、「共働」、「共創」という段階的な成
熟性が見出せるとすれば、韓国では、その端
緒に就いた状態であると考えられる。 
 
2） 欧州の大学の研究者、自治体へのヒアリ
ング調査の実施 
 欧州（ドイツ、イタリア）の大学シュツッ
ツガルト工科大学、ミュンヘン工科大学、ト

リノ工科大学）、自治体（ミュンヘン市）に
対する現地での資料収集およびヒアリング
調査を実施（平成 20 年 11 月 14 日～11 月 24
日）し、同国における大学キャンパス計画と
都市・地域との連携に関する実態について概
要を把握した。 
 
3）関連図書の発刊 
 大学と都市に関連する著書（共著）『地域
と大学の共創まちづくり』、小林英嗣+まちづ
くり研究会、学芸出版、2008 年、を発刊した。 
 
4）研究成果の公表 
 本研究では、韓国や中国等のアジア圏の大
学と都市・地域による大学キャンパス計画や
都市計画における連携について比較分析を
行うとともに、計画連携の手法を構築するこ
とを目的としていることより、基礎的な比較
指標となる我が国の大学と都市・地域との連
携実態について取りまとめた。 
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